
	附属書1


技術基準適合証明申込書

	     年     月     日



株式会社UL Japan 殿
	申込者
	郵便番号
	     

	住所
	     

	法人名
	     

	代表者名
	役職名　氏名

	
	担当部署
	     

	
	責任者名
	役職名　氏名
	印 *9

	
	電話番号
	     

	
	メールアドレス
	     

	
	ウェブアドレス*1
	     


私は下記の代理人を定めて、技術基準適合証明に関する申込手続に係る権限を委任します*2
	申込代理人
	郵便番号
	     

	住所
	     

	法人名
	     

	
	責任者名
	役職名　氏名
	印 *9



電波法第38条の6の規定による技術基準適合証明を受けたいので、別紙の書類等を添えて申込をします。
	申込の区分
	[bookmark: チェック11][bookmark: チェック12][bookmark: チェック15]新規 |_|　　　　　　　　　　　変更 |_|（同一証明番号付与要件適合 |_|）

	特定無線設備の種別
	[bookmark: テキスト6]証明規則第２条第１項第     号に掲げる無線設備

	特定無線設備の型式又は名称
	     

	特定無線設備の製造者名
	     

	製造番号
	     

	申込台数
	     

	電波の型式、周波数及び空中線電力
	     

	比吸収率
	[bookmark: チェック16][bookmark: チェック17]有 |_|　　　　　　　　　　　無 |_|
有の場合、他の技術基準適合証明番号を持つ特定無線設備
[bookmark: チェック18][bookmark: テキスト9]・含まれる |_| （  技適基準適合証明番号  ）
[bookmark: チェック19]・含まれない |_|

	電気通信回線への接続
	有 |_|　　　　　　　　　　　　無 |_|

	特定無線設備の提出
	有 |_|　　　　　　　　　　　　無 |_|

	特性試験結果資料の提出
	有 |_|　　　　　　　　　　　　無 |_|

	試験データの受入
	[bookmark: チェック1]非該当 |_|　　　　UL Japanは今回の申請スコープで受入済み*3|_|

	変更申込の場合*4
	工事設計書（附属書２）の変更
	有 |_| *6, *7　　　　　　　　無 |_| *7, *8

	
	技術基準適合証明等番号
	     

	
	技術基準適合証明等年月日
	     

	
	相違点リスト
	別紙 工事設計認証等を受けた特定無線設備との相違点リスト添付

	証明ラベル作成
	希望する |_|　依頼枚数：       希望しない |_|

	連絡先
	郵便番号、住所
部署、氏名 
電話番号、E-mail又はFAX
	     

	仮証明番号希望*5
	有 |_| （有の場合は他の書類は後日で可）　　　　　無 |_|

	備　考
	     

	*1ウェブアドレスの記載がない場合、別途、申請者情報が必要です。
*2申込の委任を行う場合に委任者などを記載し、委任がない場合は不要です。
*3試験をUL Japan以外が行った場合、記載が必要です。
*4申込区分が新規の場合は不要です。
*5今回取得する証明番号はあくまで仮証明番号です。最終的に証明証書が発行された場合に、はじめて当該無線設備の見やすい箇所に総務省令で定める表示（証明番号を含む）を付することができることについて理解をして頂いたものとします
*6型式又は名称の変更であっても工事設計書に変更があれば異番となります。総務省への届け出は不要です。
*7同番認証ガイドラインは技術基準適合証明には適用できません。
*8工事設計書の変更がない場合でも、附属書12に示す工事設計の変更がある場合は変更申請が可能です。
*9押印は必ずしも必要ではありませんが、省略する場合は「押印省略」を選択下さい。社印がない場合は社名使用許諾があるものとみなします。
※技術基準適合証明証書は電子ファイルでの発行となります。
	受理印
	




技術基準適合証明等を受けた特定無線設備との相違点リスト

	変更の工事の種類 *1
	相違内容
	備考

	
	相違箇所
	旧
（証明等済特定無線設備）
	新
（新規申込特定無線設備）
	電気的特性
	

	     
	     
	     
	     
	     
	     

	     
	     
	     
	     
	     
	     

	     
	     
	     
	     
	     
	     

	     
	     
	     
	     
	     
	     


注　*1附属書12で記載した、変更申込区分です。以下に該当する変更の工事の種類の番号を記載してください。
①：無線設備の送受信装置に対する物理的な変更
②：無線設備に対する物理的な軽微な変更
③：製造場所の変更又はその他確認方法の変更
④：型式又は名称、製造者（申請者）名の変更



